
歯科口腔保健の推進に関する法律と 
最近の歯科保健医療施策の動き 
 
第２０回全国歯科保健推進研修会 

於  県民福祉プラザ（青森県） 
   平成２４年１０月２６日 
   厚生労働省医政局歯科保健課長 
            上條 英之 



  今日お話をする主な内容 

歯科口腔保健の推進に関する法律の制定 
 

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項 
 

平成２５年度予算要求等 
 

その他の歯科保健医療施策の動き 
 



歯科口腔保健の推進に関する法律 
 
（平成23年8月10日法律第95号） 



歯科に関する法制定の主な動き 

1953年  「むし歯予防法要綱」を参議院法制局が策定 
 
1974年  歯科保健問題懇談会報告書 
       → むし歯予防法（仮称）の制定が提言 
 
1989年  成人歯科保健対策検討会中間報告 
       → ８０２０運動が開始 
 
2002年  健康増進法が成立 
 
2011年  「歯科口腔保健の推進に関する法律」 







歯科口腔保健の推進に関する基本的 
 
事項（平成２４年７月２３日制定） 



次期国民健康づくり運動プラ
ン 
策定専門委員会 

次期国民健康づくり運動プラ
ン 
策定専門委員会 

歯科口腔保健の推進に 
関する専門委員会 

 地 域 保 健 健 康 増 進 栄 養 部 会 

Health 
Plan 

 歯科口腔保健の推進に関する専門委員会の構成（イメージ） 

厚  生  科  学  審  議  会 

ワーキンググループ 

「歯科口腔保健の推進に関する専門委員会」、 
「地域保健健康増進栄養部会」において 
平成２４年5月～6月に基本的事項案を作成。 
7月23日に大臣告示。 

調和 



口腔の健康の保持・増進に関する健康格差の縮小 

基本的な方針、目標等 

都道府県、市町村
の 
基本的事項作成の 
留意事項 
 

都道府県等の基本的事項 

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（イメージ） 

・調査の実施及び活用 
・研究の推進 

・歯科口腔保健に関する正しい知識の普及 
・歯科口腔保健を担う人材の確保、資質向上 
・歯科口腔保健を担う者の連携及び協力 

歯科口腔保健の推進に関する重要事項 

国の基本的事項 

国の基本的事項を 
勘案し、地域の状
況に応じて作成 

国の歯科口腔保健に関する施策を総合的に推進 都道府県の歯科口腔保健に関する施策を総合的に推進 

  国 民 保 健 の 向 上 に 寄 与 

都道府県等 
の 
健康増進計画 

国の基本方針 

歯科疾患 
の予防 

生活の質の向上
に向けた 
口腔機能の維持・
向上 

定期的な歯科検診又
は歯科医療を 
受けることが困難な
者に対する 
歯科口腔保健 

歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備 

健康日本２１ 
（第２次） 

調和 

調和 



「歯科疾患の総合的管理及び高齢者の口腔機
能評価に係る基本的な考え方に関する検討会
（日本歯科医学会「平成１９年１１月１３日」） 

○ 高齢者の歯科診療においては、歯科 疾
患の管理のみならず、健康の維持・回復
や誤嚥性肺炎の防止を図る観点からも、
その心身の特性を踏まえた継続的な口腔
機能の管理が重要となっている。 

 
○ とくに後期高齢者では、 ーーーーー  
口腔機能の評価及び管理を適切に行うこ
とが強く求められている。 



      かみあわせの状況 

年 齢 (歳) 

人数（人） 割 合 (%)  

総 数 
両側で     

接触のある者 
片側のみ   

接触のある者 
両側とも    

接触のない者 
不詳 

総 数 3,718               74.2                 5.1               19.2             1.5  
15～19 113               98.2  - 0.9 0.9 
20～24 89               98.9  - - 1.1 
25～29 122               98.4  0.8 - 0.8 
30～34 193               97.4  - - 2.6 
35～39 271               98.2  0.7 0.4 0.7 
40～44 227               97.8  0.9 0.9 0.4 
45～49 210               95.7  1.0 1.4 1.9 
50～54 257               89.5  3.1 5.1 2.3 
55～59 286               81.8  6.3 8.4 3.5 
60～64 440               78.9  4.5 15.2 1.4 
65～69 395               70.1  7.8 20.8 1.3 
70～74 444               54.3  7.7 36.5 1.6 
75～79 340               44.4  10.3 44.4 0.9 
80～84 225               28.0  14.2 56.9 0.9 
85～ 106               19.8  3.8 74.5 1.9 

       平成２３年歯科疾患実態調査 



  4mm以上の歯周ポケットを有する者の割合 
  (%) 

年齢階級 
(歳) 

平成11年 平成17年 平成23年 

15～19 7.8  5.1  4.5  

20～24 13.5  9.5  13.5  

25～29 17.9  18.4  13.9  

30～34 24.6  23.9  20.3  

35～39 26.4  23.7  23.3  

40～44 36.5  28.9  25.6  

45～49 41.0  42.8  30.5  

50～54 45.7  41.8  35.4  

55～59 49.5  48.3  46.2  

60～64 50.5  51.2  47.5  

65～69 48.6  49.3  50.8  

70～74 41.6  48.4  42.8  

75～79 31.2  41.5  49.0  

80～84 28.1  33.3  42.6  

85～    13.6  22.2  36.8  

注1)平成11年と平成17年以降では、1歯あたりの診査部位が異なる。 
注2)被調査者のうち対象歯を持たない者も含めた割合を算出した。 

        

        
平成２３年歯科疾患実態調査 



 20本以上の歯を有する者の割合の年次推移  

       
          注）昭和62年は、80歳以上でひとつの年齢階級としている。 

    平成２３年歯科疾患実態調査 
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（1）乳幼児期 
 ・3歳児、う蝕のない者   77.1％→90％ 
 

（2）学齢期（高等学校等を含む） 
 ・12歳児、う蝕のない者   54.6％→65％ 
 ・中学生・高校生、歯肉所見を有する者 25.1％→20％ 
 

（3）成人期（妊産婦を含む） 
 ◎20歳代、歯肉所見を有する者  31.7％→25％ 
 ◎40歳代、歯周炎を有する者  37.3％→25％ 
 ・40歳、未処置歯を有する者  40.3％→10％ 
 ◎40歳、喪失歯のない者  54.1％→75％ 
 

（4）高齢期 
 ・60歳、未処置歯を有する者  37.6％→10％ 
 ◎60歳代、歯周炎を有する者  54.7％→45％ 
 ◎60歳、24歯以上有する者  60.2％→70％ 
 ◎80歳、20歯以上有する者  25.0％→50％ 
◎でアンダーラインは、健康日本２１（第２次）の目標でも設定 

歯科疾患予防の目標（基本的事項） 



○ 生活の質の向上に向けた口腔機能の維持・向上における目標 
 （1）乳幼児期、学齢期（高等学校等を含む） 
  ・3歳児、不正咬合のある者 12.3％→10％ 
 （2）成人期、高齢期 
  ◎60歳代、咀嚼良好者 73.4％→80％ 
○ 定期的な歯科検診、歯科医療を受けることが困難な者における目標 
 （1）障害者 
  ・定期的な歯科検診実施率 66.9％→90％ 
   ※障害（児）者入所施設 
 （2）要介護高齢者 
  ・定期的な歯科検診実施率 19.2％→50％ 
   ※介護老人福祉施設、介護老人保健施設  
○ 歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備における目標 
  ◎歯科検診受診者  34.1％→65％ 
  ◎3歳児、う蝕なし80％以上の都道府県数      6→23 
  ◎12歳児、平均う歯数1未満の都道府県数      7→28 
  ・歯科関係の条例を策定している都道府県数       26→36 
◎でアンダーラインは、健康日本２１（第２次）の目標でも設定 

その他の目標（基本的事項） 



 
 地域保健対策の推進に関する 
基本的な指針の改正の概要 
（歯科口腔保健に関する部分） 
  
      平成２４年７月３１日改正 

 
  



  
 
○ 地域の歯科口腔保健の推進に関し都道 
 府県は関係機関と連携し、地域の状況に 
 応じた歯科口腔保健の基本的事項を策定 
 するよう努めること。  
 
○ 都道府県及び市町村は、保健所と連携して 
 ・歯科口腔保健に関する知識の普及啓発 
 ・定期的に歯科検診を受けること等の推奨 
 ・障害者等が定期的に歯科検診や保健指導 
  を受けるための施策、 
 ・歯科疾患予防の措置、  

 



 ・口腔の健康に関する調査及び研究の 
 推進等に関する施策を講じる 
 
○ 都道府県、政令市及び特別区は、口腔 
 保健支援センターを設け、 
 歯科医療等業務に従事する者等に対する 
 ・情報提供、 
 ・研修の実施 
 ・その他の支援 
 を行うこと 



医療計画作成指針（平成２４年３月３０日） 
 → 歯科医療機関の役割を新設 

○ 歯科口腔保健は、患者の生活の質を維持していく
上で基礎的かつ重要な役割を果たすものであり、 

○ それぞれの医療連携体制の中で、口腔とその機能
の状態及び歯科疾患の特性に応じた、適切かつ効果
的な歯科口腔保健の推進が求められる 

○ 在宅での療養する患者を対象とした在宅歯科医療
の提供など、都道府県は、医療連携体制の構築に当
たって、歯科医療が果たす役割を医療計画に明示す
ることにより、患者や住民に対し、分かりやすい情報
提供の推進を図る。  



平成２５年度予算要求等 







 平成２５度の主な歯科関係新規予算要求 

１ 口腔保健推進事業 
 ○口腔保健支援センター設置推進事業 
 ○歯科保健医療サービス提供困難者の 
 歯科保健医療推進事業 
 ○障害者等歯科医療技術者養成事業 
 ○医科歯科連携等調査実証事業 
 
２ 歯科診療情報の標準化に関する実証事業 
 



都道府県庁等（保健所設置市、特別区） 

 
 
 

口腔保健支援センターを拠点とした歯科保健事業の展開 

地域の実情に応じた
歯科保健事業の企画
立案、情報提供、研
修 等 

医科・歯科連携 

医科診療所 

歯科診療所 

医科・歯科連携 

病院 

歯科診療所 

 都道府県歯科医師会 
 等関係団体 

連 携 

情報提供等 

 
 
「歯科口腔保健の推進に関する法律」（平成23年8月10日施行） 
 ① 歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発等 （第7条） 
 ② 定期的に歯科検診を受けること等の勧奨等 （第8条） 
 ③ 障害者等の定期的歯科検診受診のための施策等 （第9条） 
 ④ 歯科疾患の予防のための措置等 （第10条） 
 ⑤ 口腔の健康に関する調査及び研究の推進等 （第11条） 
に関する情報提供、研修の実施その他の支援を行う。（第15条） 

 

口腔保健支援センターの役割 
  
口腔保健推進事業 
○ 口腔保健支援センター設置推進事業 
  ・ 歯科口腔保健に関する知識の普及啓発 等 
○ 歯科保健医療サービス提供困難者への歯科保健 
  医療推進事業 
  ・ 口腔状態の把握及び指導 等 
○ 障害者等歯科医療技術者養成事業 
  ・ 対応可能な歯科医師・歯科衛生士の養成 
○ 医科・歯科連携等調査実証事業 
  ・ 先駆的取組に対する安全性や効果等の実証 

口腔保健支援センターの整備促進 

患
者
紹
介
等
の
連
携 

24 

障害者の治
療、 
休日診療 等 

歯科保健ｾﾝﾀｰ等 

普及啓発等 

口腔状態の
把握・指導 

専任スタッフ配置 
  

H25年度：  14ヶ所 
10年後 ： 139ヶ所 

口腔保健支援センター 

連 携 養成事業等 



医科・歯科連携の推進 
医科・歯科連携のための協議会 

歯科医師 

連携 

歯周病と糖尿病などの 
医科と歯科が連携した取組 

医師 

医科・歯科連携の取組 

先駆的な取組 先駆的な取組 先駆的な取組 

情報収集 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

医科歯科連携の取組の 
安全性や効果等を実証 

情
報
収
集

 

【具体的な例】 
糖尿病患者は歯周病に罹患しやすいことがわかっている。歯科診療所において歯周病患者の血糖値を
測定し、糖尿病が疑われれば、医科と歯科の医療機関が連携して糖尿病と歯周病の治療を行う。 

取組の実証 
 
安全性や効果等が認めら
れる先駆的な事例を普及 

先駆的な事例を普及 

普及 



 歯科診療情報の標準化に関する実証事業（新規） 

 
 歯科医療機関が電子カルテにおいて保有する身元確認に資する歯科診療情報の
標準化及びその活用の在り方に関する検討を行うとともに、その検討内容をモデル事
業を通じて実証する。 
  ＜主な検討内容＞ 
   ・電子カルテにおける身元確認に資する歯科診療情報の標準化 
   ・災害時の歯科診療情報の活用の在り方 
   ・歯科診療録の在り方 
   ・関係団体へのヒアリング など 

 

平成２５年度 

 
＜歯科診療情報の試験的運用の実施＞ 
   ・地域の歯科医療機関が電子カルテにおいて保有する身元確認に資する歯科診療情報 
   を標準化 
   ・標準的な形式のデータを抽出するシステムの開発・導入 
   ・保存したデータの活用に関する検証 
      データの機密性、一致率、使い勝手等を検証 

モデル事業 結果に基づき 
検討 

歯科診療情報の標準化 

標準化 

検討会経費 ４３６万円 

モデル事業経費 
８３４万円×2箇所 



◎口腔保健推進事業（要求中） 

・補助率は２分の１ 
・補助先は、都道府県等 
◎現段階では、 

 医療提供体制推進事業費補助金（いわゆる統合
補助金、８０２０運動推進特別事業等を含む）で
はなく、 

 医療施設運営費等補助金での運用による位置
づけを検討中 



歯周疾患対策の経緯 

老
人
保
健
事
業 

• 老人保健事業 健康診査 

• 節目検診（40歳、50歳）を対象とする「歯周疾患検
診」として独立 H12 

• 歯周疾患検診の対象年齢の拡大 

• 40、50、60及び70歳に拡大 H17 

• 平成20年度より「老人保健法」は「高齢者の医療の確保
に関する法律」に全面改正 

• 「健康増進法」に基づき市町村が実施する健康増進事業 H20 

健
康
増
進
事
業 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
平成１２年　（H12～H16　第４次計画）
老人保健事業　健康診査
節目検診（40歳、50歳）を対象とする「骨粗鬆症検診」として独立

骨粗鬆症検診
保健事業第４次計画の推進
疾病（特に生活習慣病）予防のための施策の推進
歯周疾患及び骨粗鬆症についても取組を推進することが重要である。
平成3年「保健事業第３次計画に関する意見」
がん検診においては受診率を向上を図るべきであり、その際未受診者対策を徹底するため、少なくとも40歳、50歳といった節目の年齢を迎える対象者全員に重点的に受診を呼びかける、いわゆる節目検診の普及等、創意工夫をこらした対応が必要である。

実施にあたって
医療等以外の保健事業の実施の基準　（S57.11厚生省告示185号）
保健事業実施要領
　　　　　　　　　（H12.3.31老発第334号　最終H17.3.31老発03311023号）
骨粗鬆症予防マニュアル（H12.4厚生省老人福祉保健局老人保健課）

目的
骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想されることから、早期に骨量減少者を発見し、骨粗鬆症を予防する

対象・実施回数
40歳及び50歳の女性　　原則として同一人について年1回

平成１７年　（H12~H16　第４次計画）

骨粗鬆症検診の対象年齢の拡大

対象年齢
40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性に拡大

実施にあたって
これまで同様、平成12年度に作成された「老人保健法による骨粗鬆症予防マニュアル」を利用し、実施





【事業の背景】 

○ 高齢者や障害者、寝たきり等、在宅で療養する方々（在宅療養者）の健康の保持・増進には、口から食物を食べ、栄養を 

  摂取すること、また、誤嚥性肺炎を予防することが肝心であるが、これを実行するためには、在宅療養者の口腔を清潔にし、 

  健康を保つことが必要。 

○ 口腔の健康等を保つためには、日常生活での歯科疾患の予防に向けた取組等が大切であるが、在宅療養者にとっては、 

 自力でこれを実施することが困難な場合が多い。 

○ このような在宅療養者には、切れ目なく歯科保健医療を提供することが重要。 

【事業の概要】 

 訪問歯科診療を実施しながら口腔ケア等の歯科口腔保健を推進している歯科診療所や口腔保健センターに対して、在宅療養 

者の口腔ケア、在宅療養者を介護する家族やヘルパー等（在宅介護者）に対する歯科口腔保健の知識等の指導を効率的に行 

うために必要な機器を整備し、在宅療養者に対して切れ目なく歯科保健医療を提供する。 

訪問歯科診療等を行う 
歯科診療所や口腔保健センター 

【事業のイメージ】 

○ 在宅療養者への口腔ケア 

○ 在宅介護者に歯科口腔保健の知識、 

   口腔ケアの方法等を指導 

歯科医療専門職 
（歯科衛生士等） 

《効果》 
○ 高齢者等の在宅療養者の口腔の健康の保持に必要な体制の構築。 
○ 在宅歯科医療の更なる推進。 
○ 在宅介護者への歯科口腔保健に関する知識等の普及により、高齢者 
 等の口腔の健康の保持が可能。 

【 所要額：100,956千円  （補助先：都道府県（間接補助先：歯科医療機関）、 補助率：国 1/2  都道府県 
1/2以内） 】 

口腔ケアの推進に必要な 
機器等の整備 

  ■在宅介護者への歯科口腔保健推進事業 



24年介護報酬改定で口腔機能維持管理加算の見直し 

歯科医師 歯科衛生士 

指示 【介護保険施設】 

入所者 

指示 

入所者 

日常的な口腔ケア・ 
マネージメントの提供 

【介護保険施設】 
技術的助言・指導 

（月１回以上） 

介護職員 
歯科医師 歯科衛生士 

 介護保険施設の入所者に対する口腔ケアの取組みを充実する観点から、口腔機能維持管理加 
算について歯科衛生士が入所者に対して直接口腔ケアを実施した場合の施設の取組を評価する。 

歯科衛生士による口腔ケア（月４回以上） 

口腔機能維持管理体制加算（平成21年度介護報酬改定において新設、名称変更）３０単位 
○歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び   
 指導を月一回以上行っていること。 

口腔機能維持管理加算（平成24年度介護報酬改定において新たに評価）   １１０単位 
 ○ 口腔機能維持管理体制加算を算定している介護保険施設において、歯科医師の指示を受けた歯科衛生 
  士が入所者又は入院患者に対する口腔ケアを月４回以上行っていること。 



その他の歯科口腔保健施策の動き 

歯科関係行事等の名称変更 
歯科インプラント治療 
歯科衛生士法の改正について 
歯科技工士の法規改正の動き 
歯科専門職の資質向上検討会 

 



母と子のよい歯のコンクール 
（平成２４年度まで６１回実施） 

     ↓ 
親と子のよい歯のコンクール 
（平成２５年度から名称変更予定） 



歯の衛生週間（昭和３３年～） 
  

→ 歯科口腔保健の推進に関する
法律の制定を踏まえ 

 
→ 平成２５年度以降、名称変更
ができないか主催者間で相談中 

 



 
 
 
歯科インプラント治療に係る問題 
～身体的トラブルを中心に～ 
についての報告書が 
独立行政法人国民生活センター
から公表される。 
（平成２３年12月２２日） 
 
 
 



歯科保健医療情報収集等事業 

○ 平成２３年に開始。日本歯科医学
会に委託して事業を実施中 

○ 平成２３年度に歯科インプラント
治療の実状や歯科診療の際の院内感
染防止対策等の問題について情報を
収集 

○ 治療指針（ガイドライン）等を策
定する動きあり。 

 
 



      インプラントの有無 

年 齢 
(歳) 

人数（人） 割 合 (%)  

総 数 あり なし 不詳 

総 数 3,718             2.6           94.0             3.4  

15～24 202                -           97.0             3.0  

25～34 315             1.0           97.1             1.9  

35～44 498             1.0           95.0             4.0  

45～54 467             2.1           96.8             1.1  

55～64 726             4.3           93.9             1.8  

65～74 839             4.4           92.0             3.6  

75～84 565             1.2           91.9             6.9  

85～ 106             2.8           90.6             6.6  

           平成２３年歯科疾患実態調査 



医療情報の提供のあり方に
関する検討会報告書 

 
 

     平成２４年３月 
 

   （厚生労働省医政局） 



医療に関する広告規制 

○ 医療機関のホームページ（ＨＰ）は引き
続き医療法上の広告とみなさない。 

  → 自由診療分野を中心としたガイドラ
インを国で作成 

  → 関係団体等の自主的取組を促進 

○ 虚偽・誇大表示等の基準の明確化を図
る必要がある。 

○ ガイドラインによる取組で改善が認めら
れない場合は、対象を絞り、その後の対
応（法規制を含む）を検討 



医療機関のホームページの内容の適
切な在り方に関する指針 

（医療機関ホームページガイドライン） 
 
        平成２４年９月２８日策定 
 

 



歯科衛生士法の改正について（１） 
 
 第10回チーム医療推進方策検討ワーキンググ

ループ（平成24年8月8日開催）で、歯科衛生士法
の見直しを検討し、改正について合意が得られ、 

 

 第1３回チーム医療推進会議（平成24年8月22日
開催）で、歯科衛生士法の見直しについて報告・
合意 

  

  今後、改正に向け所要の準備を進める予定 

 



歯科衛生士法の改正について（２） 
 
１．歯科衛生士が予防処置を実施する場合の歯科

医師の関与の程度の見直し 

  

改正の
方向性 

法第２条第１項の予防処置を実施する場合、
例えば、 

歯科医師と緊密な連携を確保した上で、 

歯科医師の直接の指導までは要しないこと 

とする。 



歯科衛生士法の改正について（３） 
 
２．法の条文中の「女子」の文言の改正 

 

  

改正の
方向性 

法第２条第１項の規定中の「女子」を「者」
に改め、男子については、 

附則により同法の規定が準用されている
現状を改める。 
 



歯科技工士の法規改正の動き 

 歯科技工士法施行規則の一部改正を平成２４年
１０月２日に実施 

  → 歯科技工指示書の記載事項に患者 
   氏名を追加 
  → 歯科技工所の構造設備基準を新設 
   （従来は局長通知で運用） 

 歯科技工士法改正を伴う、歯科技工士国家試験
の全国統一ができないかについて、関係者のご
意見を踏まえ、検討中 

 



「歯科専門職の資質向上検討会」 
 
の開催を準備中 



皆様、本日はご静聴いただき 
ありがとうございました。 

 
 
 
 
 
 

皆様のこれからの益々の 
ご活躍をお祈りいたします。 
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